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「中野区パートナーシップ宣誓・宣誓書等受領証交付の考え方」に係る意見交換会概要  

 

１．実施結果 

（１）日時：平成３０年６月１２日（火）午後７時から午後９時 

（２）会場：区役所７階第４・５会議室 

（３）内容：中野区パートナーシップ宣誓・宣誓書等受領証交付の考え方について 

（４）参加人数：４７人 

 

２．主な意見・質疑 

（１）制度全般について 

番号 意見・質疑 区の見解・回答 

１ 

受領証には法的拘束力がないが、どの

ような場面での使用を想定しているの

か。 

すでに実施している自治体の例では、住宅ロ

ーンや生命保険、医療機関での病状説明等の

場面などで一定の便宜が図られている。２人

の関係をその都度説明しなければならない負

担の軽減にも役立つと考えている。 

２ 

受領証の提示により、区で提供される

サービスは変わるのか。現在、配偶者

を対象としているものについて、パー

トナーを含むなどとしてはどうか。受

領証があることで受けることができる

サービスの一覧がほしい。 

区のサービスについて、受領証によってどの

ような便宜が図れるかなど詳細を検討のう

え、情報提供していきたい。なお、平成３０

年３月から、区の住民票の取扱いが変わり、

親族以外でも同一生計であれば、住民票上で

同一世帯とすることとしている。国民健康保

険の保険料など、住民票上の世帯を基本とし

て算定等を行うものは、住民票上で同一世帯

とすることで、同性パートナーの方も世帯と

してみることが可能になっている。 

３ 
なぜ、条例でなく要綱を根拠として実

施するのか。 

この取組は、区民等に権利を付与したり義務

を課したりする性質のものではないため、要

綱での実施することとした。 

４ 

東京都のＬＧＢＴを理由とする差別解

消をめざす条例制定の動きに合わせ、

ユニバーサルデザイン推進条例や男女

平等基本条例を改定し、ＬＧＢＴに対

する差別解消や理解促進に実効性のあ

る制度にできないのか。 

今後、東京都の取組や条例の内容などを踏ま

えて検討してきたい。 

 

（２）対象者の要件について 

①年齢について 

番号 意見・質疑 区の見解・回答 

１ 

本制度を利用できる年齢は２０歳以上

としているが、民法の婚姻制度に合わ

せ引き下げるべきではないか。 

現行民法では婚姻に保護者の同意が必要ない

年齢が２０歳以上であるため、これにあわせ

て年齢を設定した。民法改正に伴う対応はし

ていく。 
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②住所について 

番号 意見・質疑 区の見解・回答 

１ 

同居を前提とした制度はハードルが高

いため見直すべきだ。親にカミングア

ウトできずにパートナーと同居できな

い人が多い。パートナーのあり方は

様々で、通い婚を選択している人も多

い。 

同居していない同性パートナーの状況などに

ついては認識をしている。この取組は、同性

パートナーがお互いの関係を確認し、また、

結果として受領証により、住宅ローンや生命

保険、医療機関での病状説明などの場面で一

定の便宜が図られることを念頭におきながら

検討を進めてきた。民法では、婚姻できる年

齢、重婚の禁止、近親者の婚姻禁止、夫婦の

同居、協力及び扶助などを定めている。要件

については、民法の婚姻に係る規定、宣誓に

際して提出される書面で確認できることなど

を考慮したうえで検討した。今後の運用のな

かでは、さらに検討していきたい。 

２ 

法的拘束力がなく、権利や義務が発生

しないにもかかわらず、民法の婚姻制

度を根拠として同居を要件とするのは

いかがなものか。婚姻届を出している

夫婦の場合、同居していないからとい

って婚姻関係が解消されるわけではな

い。 

３ 

一方が単身赴任や海外居住をした場

合、パートナーシップは解消されてし

まうのか。 

この取組では、単身赴任や海外居住などによ

り一方が区外に転居し、同居していない状況

となった場合、パートナーシップは解消され

る。ただし、介護や子育てなどやむを得ない

事情で一時的に別居する場合の対応について

は検討をしている。 

４ 

区外転出した場合、離婚のような取扱

いとなってしまう。世田谷区、渋谷区

でパートナーシップの届出をしている

場合、中野区でも引き継いで使えるよ

うな仕組みがあると便利だ。 

現在、実施している自治体においては、それ

ぞれが異なるしくみをつくっている状況であ

り、転居した場合に引き継ぐといった対応は

難しい。 

 

③その他の要件について 

番号 意見・質疑 回答 

１ 
双方や一方が外国籍の場合、利用でき

ないのか。 

外国籍の方の利用も想定している。戸籍抄本

の代わりに、本国で発行する婚姻要件具備証

明書を提出いただくことを検討している。 

 

（３）宣誓の方法について 

番号 意見・質疑 回答 

１ 

宣誓は、区役所で、どのような状況で

行われるのか。宣誓者のプライバシー

はどのように守るのか。 

事前に宣誓日を予約して行う予定である。プ

ライバシーに配慮した会場を設定する。 
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（４）宣誓書等受領証について 

番号 意見・質疑 回答 

１ 

宣誓書等受領証のデザインを当事者と

一緒に考えさせてほしい。また、携帯

できるカード型のサイズを検討してほ

しい。 

携帯できるカード型の受領証を導入した自治

体の事例は把握しているが、区としては、Ａ

４サイズとし、受領証の裏面には注意事項な

どを記載することを検討している。宣誓書等

受領証のデザインは検討中である。 

 

（５）公正証書等の受領証について 

番号 意見・質疑 回答 

１ 
公正証書の正本は１冊しかなく、これ

を区に提出することに抵抗がある。 

公正証書の謄本または原本を受領し、複写を

したうえで返却することを検討している。 

２ 

宣誓書等受領証と公正証書等受領証を

設けることで、同性パートナーを格付

けすることにならないか。公正証書の

提出が必要な場面では公正証書を提出

すればいいので、公正証書等受領証は

交付しなくてもよいのではないか。 

 

 

 

他自治体の例をみると、公正証書等の裏づけ

のない宣誓書等受領証については使用範囲が

限られる傾向にあり、希望する場合には公正

証書等受領証の交付を選択できるようにし

た。２人の関係について詳細に記載した公正

証書を事業者等に提示することに抵抗がある

方に対して便宜を図ることができると考えて

いる。 

３ 

パートナーの親や子への療養看護に係

る委任について明記された公正証書な

どについても受領証を交付してほし

い。 

この取組では、パートナーシップにある２人

の関係についての委任に係る公正証書を想定

している。それぞれの親や子について委任が

ある場合の対応については、今後、検討した

い。 

 

（６）当事者への支援について 

番号 意見・質疑 回答 

１ 

同性間ＤＶや子育てへの関与など、

様々な困りごとがある。子どもの当事

者についても深刻な悩みを抱えてい

る。若者の居場所作りなど、支援策に

も取り組んでほしい。また支援策につ

いても啓発してほしい。 

相談や支援については、東京都と連携しなが

ら対応しているところであるが、さらに充実

していく必要がある。今後の課題と考えてい

る。 

２ 宣誓を行う前段階で相談をすることも

考えられるが、どう対応するのか。 

３ 

おむつ台や授乳室は、性別にかかわり

なく利用しやすい場所に設置し、ゲイ

カップルが子どもをもつようになった

時にも不便に感じないようにしてほし

い。 

おむつ台についてはすでに男性用トイレやだ

れでもトイレなどにも設置する方向で整備し

ている。利用しやすい条件や環境などについ

て、今後、検討していきたい。また、普及啓

発も行っていきたい。 
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（７）区民や事業者への理解促進、制度のＰＲについて 

番号 意見・質疑 回答 

１ 

ＬＧＢＴやパートナーシップ制度への

事業者の理解を深めるために、どのよ

うな施策を行うのか。仮に事業者から

差別的な扱いを受けた場合、区が指導

や改善勧告を行うのか。 

この取組は、同性パートナーに対して一定の

便宜を図るとともに、同性パートナーやＬＧ

ＢＴの方への理解を促進することを目的とし

たもので、新たに権利を付与したり義務を課

したりするものではない。したがって、事業

者から差別的な扱いを受けたということで、

区が指導や改善勧告をするようなことは想定

していないが、多様な生き方、個性、価値観

を受け止め、理解を促進するための取組を進

め、区民や事業者へ理解を求めていく。 

差別や偏見が社会にあるなかで、受領

証を提示されても有効に機能しないの

ではないか。どのように差別や偏見の

解消を行っていくつもりでいるのか。 

２ 

パートナーシップにあることをオープ

ンにすることで社会的な不都合があ

る。区は、この取組にどのようなメリ

ットがあるとＰＲしていくつもりか。 

２人の関係を理解してもらうためにその都度

説明をしなくてはならない負担の軽減が図れ

ること、同性パートナーやＬＧＢＴについて

広く理解が進むことがこの取組の目的であ

り、メリットであると考えている。より多く

の当事者の方に利用していただけるよう、ま

た広くＬＧＢＴの方への理解が進んでいくよ

う、この取組の目的なども含めてＰＲしてい

きたい。 

 

３ 

パートナーシップ制度がない自治体が

少数となり、法改正など国の動きに繋

がればと思う。この取組で、宣誓する

方の人数が多いことはインパクトにな

ると思うが、宣誓する人を増やすため

の方策はあるのか。 

４ ８月の実施に向けて、具体的なＰＲ方

法は検討しているのか。 

区内の不動産業者や金融機関、医療機関など

への案内を検討している。 

 

（８）その他 

番号 意見・質疑 回答 

１ 文書の保存年限はどう考えているか。 長期間保管することを考えている。 

２ 

区内にはＬＧＢＴ当事者が多く暮らし

ていると思うが、意見交換会は継続し

て行っていくのか。 

区民や事業者、当事者の意見をどう把握する

かについては、すでに実施している自治体の

取組も参考にしながら、今後、制度を運用す

るなかで検討していきたい。 

 


